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「中華人民共和国城市維護建設税暫定条例」（国発[1985]19 号）、「教育費付加徴収に関する暫

定条例」（国発[1986]50 号）、「外資企業に対する城市维护建设税と教育费付加徴収で生じた問題

に関する通知」（財税[2010]103 号）の規定に従い、四半期ごとに営業税を申告している外資企業は

2010 年第 4 四半期の営業税を申告納付する際、2010 年 12 月の営業税に基づいて、城市維護建設

税と教育費付加の金額を計算し、納付しなければならない。関連する問題を以下のように公告す

る。 

  

2011 年 1 月に 2010 年第 4 四半期の営業税を申告する際は、2010 年 12 月のみの城市維護建設

税と教育費付加を申告するので、営業税に対する比率は法定のものと釣り合わない。そのため、イ

ンターネットを用いた税金申告システムのアルゴリズムでは検証不能となる。よって、2010 年第 4 四

半期の営業税を申告する外資企業は主管する税務機関の窓口に直接出向いて納税申告を行わな

ければならない。申告時には、2010 年 10 月 1 日から 11 月 30 日までで一枚、2010 年 12 月 1 日か

ら 12 月 31 日までで一枚の計二枚の納税申告表を作成しなければならない。 

  

2011 年 4 月より、四半期ごとに申告している外資企業はインターネットを通して納税申告すること

ができ、直接出向いて申告する必要はない。 

  

本公告は 2011 年 1 月 1 日より実施する。 

2010 年 12 月 2 日 
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